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（論文内容の要旨） 
 本論文は、アジアとどう向き合い、受け止めるかが日本社会の一人ひとりに問われ
始めた1890年代を対象に、国粋主義の思想運動においていかなるアジア認識が形成さ
れ、それが近代日本においていかなる役割を果たしたのかを解明するものである。 
そのための視角と課題の第一は、国粋主義に触れあう人々（三宅雪嶺・志賀重昂・陸
羯南ら）を広く国粋主義グループとして捉え、彼らに共有されたアジア認識の枠組み
を見出すことである。その際、彼らのネットワークの結節点たる東邦協会（1891年創
立）において共有された二つの認識枠組み、①世界各地域の国民・民族の文化的多様
性を承認し、それぞれ独自の「国粋」を保持発達させることが世界文明への寄与につ
ながるという発想、②日本を中心にアジアないし東洋を結集し、西欧国際体系に対抗
する地域秩序構想、が注目される。これらの対外論としての展開を丁寧に検討するこ
とが求められよう。 
 第二は、①と②をみるにあたり、各論者の思想形成を、アジア経験のなかで理解す
ることである。日本人のアジア渡航が質量ともに増大した1890年代にあって、殖産興
業と国民形成を関連づける視点から、国粋主義グループは商工貿易の営みとアジア市
場を結びつけようとした。アジアと何らかのかたちで触れあう経験が、彼らの思想形
成の過程でどのように血肉化するのか、その考察が必要となる。 
 そして第三は、アジア認識の形成を触発する情報の入手、対外観形成における情報
受信過程に留意することである。1890年代を対象にアジアと日本を結びつけた情報流
通の特徴を捉える際には、とりわけ③朝鮮や台湾などアジア地域に存在した日本語メ
ディアの役割を重視すべきであろう。 
 本論文は、①を全体で扱い、②と③で大きく二部に分けられる。すなわち、国粋主
義グループのアジア認識枠組み、特に②の地域秩序構想の形成過程の解明に関わる第
一部「国粋主義グループのアジア認識枠組み」と、陸と内藤湖南によるアジア認識形
成と思想発信の過程において、③のメディアが果たした役割を強調する第二部「アジ
ア認識の形成とメディア」である。 
第一部第一章では、東邦協会の指導者・稲垣満次郎の思想とその伝播を論じる。列

島全体、さらに世界交通網と接続するコミュニケーション回路の成立期において、稲
垣は世界市場－アジア－日本－地域社会の連結を意識し、国民統合と国際競争力を高
めるべく日本固有の文化の保全を強調しつつ、港湾などインフラ整備による経済的実
力の向上と特産品輸出促進を説いた。彼の地域秩序構想は著作と講演活動を通じ、宮
津など日本海沿岸の港湾所在地の地域振興を駆動した。だが、ロシア沿海州に対する
貿易港認定競争を煽り、皮肉にも国民統合の阻害へと結果する。この過程で、自覚的
にアジア情報に触れ始めた宮津の実業者らは、中国商人への実感的対抗意識と相まっ
て、日清戦争を主体的に支持する草の根の対外硬意識を醸成させていった。 
 同第二章では、志賀と稲垣のオーストラリア渡航経験をもとに、②の形成契機を考
察する。志賀は軽工業品の販路として南洋に注目し、殖産興業と並び「日本国民の思
想」独立という、国粋保存主義につながる思想課題を自覚した。そしてオーストラリ
アの連邦独立運動から、南洋地域が「国家より大なる」連合体へと発展する可能性を
感得し、アジアでも同様の「亜細亜旨義」育成を論じるに至る。他方稲垣は労働力移
出先として南洋に注目し、アジア域内貿易への参入とそれに伴う台湾進出の意欲を示
すようになる。同時に、オーストラリア・モンロー主義の動向から、太平洋を南北に



 

 

棲み分け②の実現を主張しだす。国粋主義者のアジア主義的地域構想は、「オースト
ラリア要因」に大きく規定されていたのである。 
 同第三章では、東邦協会幹事長・高橋健三の思想を検討する。情誼的社会観と功利
主義批判は国粋主義者に概ね共通するが、高橋は加えて、「国粋」を固有の社会秩序
を維持する道徳的基準、文化輸入のフィルターとみる色彩が濃い。そこから、私利優
先の西洋に対抗すべく、「人道」に基づく東アジア秩序形成が標榜される。そのため
儒教道徳の淵源たる中国文化を評価するが、文化と国家を区別することで、漢族固有
の文化を清朝の異民族支配から保護するという日清開戦の正当化論理が導き出され、
高橋は戦後も「東亜連盟」構想でその見方を維持・喧伝する。 
 続く第二部第一章では、甲午農民戦争（1894年）に対する陸羯南の観察を、特に
「隣邦の志士」と高く評価した東学農民軍＝「東学党」像に着目して分析する。その
「東学党」を「革命党」とみるイメージは、在朝日本人新聞記者や日本人居留地の新
聞により形成・発信された。それは日清開戦直前期における国内諸メディアの報道体
制と情勢分析に継承されるとともに、日本が積極的に朝鮮に介入し、その文明化や
「独立」支援を企図する際、その企図を正当化する存在として流通した。アジア「連
帯」意識を内包するという従来の国粋主義評価は、問い直されるべきものと言える。 
 同第二章では、日清戦争の結果植民地とされた台湾で、現地紙『台湾日報』の主筆
として言論活動を行った内藤湖南の植民統治論を検討する。青年層の閉塞感と西洋文
明による情誼的社会秩序の崩壊への危機感から、内藤は高橋健三らの国粋主義に共感
を抱く。そして日清戦前より、①を日本の「天職」と唱えつつ、内実としては台湾や
中国東南部への進出を期待し、植民地支配の正当化へと展開させた。内藤は台湾滞在
中、停滞する中国文化に対する日本の優越を確証し、在台漢人の風俗改良・日本化
（同化）を強く主張した。高橋同様、中国に淵源する「東洋」文化を体現するのは今
の日本「特種の文明」だ、と強調したのである。なお本章に続き、『台湾日報』『台
湾新報』の創刊経緯と言論基調、植民地支配との関係を取り上げた補論が付される。 
 以上より、①はアジア地域に対して適用されず、②の構想や植民地支配を正当化す
るための不可欠な論理となった、国粋主義者たちの対外論の相貌が浮かび上がる。ア
ジア経験によって①の文化的多様性承認の理念は揺らぎ、日本主導の「アジア」「東
洋」の一体性強調によってその揺らぎは克服された。国粋主義の考え方それ自体に、
対外進出への諸契機が構造化されていたと言えるのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

                            

 
（論文審査の結果の要旨） 
三宅雪嶺・志賀重昂ら政教社の国粋保存主義、陸羯南の国民主義などを一括し、

「健康なナショナリズム」として把握したのは丸山真男であった。以後、明治期国
粋主義の研究は、民族独立とその連帯、理念型としてのナショナリズムからの遠近
によって評価するものが主流となった。しかし近年、主体における思想生成の過程
を丹念に追うことで、政教社同人の一枚岩でない多様性や、ジャーナリストとして
の陸羯南の姿などを解明し、主流的見解を強く批判する思想史研究が次々と登場し
ている。そこには当然、アジア地域の独立後の抑圧的政治体制や、経済・社会的諸
問題が露わになった20世紀末期以後の情勢も念頭に置かれている。 
またアジア主義研究においても、連帯の契機を背景とした竹内好らの問題意識か

ら時をへて、グローバリズムや東アジア地域の経済統合を背景に、新たに研究関心
が高まっている。近年の研究の特徴としては、「アジア」概念の空間的拡大・相対
化、政治経済的要因の重視、地域ネットワーク構想としての把握などがあげられ
る。本論文は、そうした21世紀初頭の国際的状況や研究潮流を十分に咀嚼して、民
族主義の連帯や「健康なナショナリズム」、およびその単純な批判にとどまらな
い、国粋主義・アジア認識の新たな思想史構築をめざすものである。 

 
その方法的特長、および成果として、以下の五点が挙げられる。第一に、細分化

された国粋主義者個々の研究を、改めて包括的に捉え直そうとした点。それにあた
り著者は、「国粋主義グループ」が共有していた発想を、諸民族の文化的多様性＝
「国粋」の保持による世界文明への寄与、西欧国際体系に対抗する日本主導のアジ
ア地域秩序構想、の二つに集約・析出した。ここを起点に、国粋主義の思想的展開
とその本質を明快に論じていく。結論として、西洋への対抗意識に端を発する「国
粋保存」がアジア諸国・地域には適用されず、あくまで日本の対清開戦・朝鮮「独
立」支援・植民地支配を正当化する論理として機能したことが示される。性急な本
質論を回避しつつ、そうした思想構造の着実な分析を試みた点は意義深い。 
第二に、「アジア経験」という型の重視（第一部二章・第二部二章）。著者は、

南洋や台湾への直接渡航体験のみならず、メディアによりもたらされるアジア情報
も含め、広義の「経験」として捉える。対象とする1890年代は、世界大のコミュニ
ケーション回路と日本との接続が急速に進み、アジアを中心に海外渡航者も増大し
た時期である。その点を踏まえた、アジア認識の「拡大」が本論文を貫いている。
特に「オーストラリア要因」がアジア認識形成に大きく作用したことを明確に実証
したのは、著者の独創的成果であり、高く評価できる。 
第三に、国粋主義思想が地域社会・実業界へ浸透する過程への着目。ある人物の

言説を考察し、他の知識人層への影響、あるいはその言説を共有した人々の政治行
動・対外硬的外交論の形成へ分析を進めるのは、従来の国粋主義研究のパターンで
あった。だが著者は、日本海沿岸地域の実業界に国粋主義的言説が与えた影響、し
かも単線的な浸透でなく、対外貿易港として地域振興を図るという地域間競争の論
理に読み替えられた経緯をも、鮮やかに描き出した（第一部一章）。国粋主義的言
説が実業界の対外硬意識を醸成させるという、思想の具体的な「力量」を描写した
とも評しうる。 
第四に、思想伝達手段がイコール思想形成そのものであるという視角。新聞に掲

載された論説は、言うまでもなく史料として検討の対象となってきた。だが著者
は、朝鮮における居留地新聞の形成や記者・特派員の存在（第二部一章）、植民地
台湾での新聞刊行（補論）、それ自体をアジア認識の表れであり、かつ思想展開の
基盤として強く意識した分析を試みている。思想史とメディア史の一体性は決して



 

 

著者の創見ではないが、雑誌『日本人』や新聞『日本』にとどまらないメディア分
析を、国外の新聞や『大阪朝日新聞』（第一部三章）などにも広げて行っている。 
第五に、三宅・志賀・陸らの陰に隠れがちだった国粋主義者に、初の本格的な考

察を行った点。同一・二章では、稲垣満次郎が持っていた当該期の社会的影響力と
思想の全体像を、初めて明確に論じた。また高橋健三の研究（同三章）によって、
清朝は「夷狄の支那」であり「真の支那文化」を日本「固有の文明」が救い出すと
いう内藤湖南の「日本の天職」論が、高橋から内藤へとリレーされたものだったこ
とも示唆された。なおどちらの研究も、貴重なローカル新聞の活用や、朝日新聞社
内史料の駆使によってなされており、史料的成果も指摘できる。 

 
以上のように本論文は、新聞史料群の発見・分析を積極的に行い、「南洋」・オ

ーストラリア・台湾といった地域をも対象に含み込み、国粋主義思想に内在する構
造的問題点を析出してみせた。その視野・史料の広がりも含めて、明治期国粋主義
・アジア主義研究に新たな展開を切り拓いたものとして高く評価できよう。 
もっとも、上記の特長と分析にともなって、生じた問題はいくつか指摘できる。

「アジア経験」の広がりに重きを置いたために、直接渡航体験を対象にした章の考
察の意義がやや減殺されてしまっていること。国粋主義者の「東洋」文明観やその
中心移動認識とも関わるはずの、仏教をめぐる考察が欠けていること。そして、近
代日本のアジア認識において最大の問題である、中国への認識を主軸に据えた考察
がいまだ不十分なこと、などである。しかしそれらは、今後の重要課題として、著
者の努力により更なる壮大な考察へ結実していくものと期待される。 
 
以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値ある

ものと認められる。なお、２０１４年２月２４日、調査委員３名が論文内容とそれ
に関連した事柄について口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公

表に際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとする
ことを認める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


